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業績予想の修正及び関係会社株式評価損の計上並びに 
繰延税金資産の取崩しに関するお知らせ 

 
 最近の業績の動向等を踏まえ、平成 21 年２月６日に公表しました平成 21 年３月期の通期の業績予想

を下記のとおり修正いたします。また、平成 21 年３月期決算において計上する見込みの特別損失及び繰

延税金資産の取崩しについてもあわせてお知らせいたします。 
 

記 
 
１．平成 21 年３月期 通期の業績予想の修正 
 
（１） 通期連結業績予想数値の修正（平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株あたり

当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ） 70,500 150 200 △680 △14.62 
今回修正予想（Ｂ） 69,300 △100 △45 △2,855 △61.37 
増減額（Ｂ－Ａ） △1,200 △250 △245 △2,175 △46.75 
増減率（％） △1.7 － － － － 
前期実績 77,268 △603 △504 △849 △18.27 

 
（２）通期個別業績予想数値の修正（平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株あたり

当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ） 67,300 350 440 △1,800 △14.62 
今回修正予想（Ｂ） 66,050 50 185 △4,200 △90.28 
増減額（Ｂ－Ａ） △1,250 △300 △255 △2,400 △75.66 
増減率（％） △1.9 △85.7 △58.0 － － 
前期実績 72,862 △222 △158 △454 △9.78 

 



 
（３）業績予想の修正の理由 
 米国のサブプライムローン問題に端を発した世界経済の悪化に伴い、景気の先行き不透明感から、  

消費者の住宅取得マインドは大きく減退するなど、住宅市場は厳しさを増しており、新設住宅着工戸数

は依然として伸び悩んでおります。 
 このような情勢のもと、当社グループにおきましては環境配慮型製品を中心とした高付加価値製品の

拡販とこれまで以上に経費節減等によるコストダウンを進めて収益の確保に注力してまいりました。 

しかしながら、急速な景気悪化の影響を受け、需要の落ち込みは深刻となり、当社の予想以上に売上高

が伸び悩みました。 
 また、当期純利益につきましては、上記要因に加え、平成 21 年４月１日付「平成 21 年３月期の有価

証券評価損に関するお知らせ」で公表のとおり、株式市場の低迷に伴う投資有価証券評価損の発生、  

及び下記の関係会社株式評価損の計上、並びに繰延税金資産の回収可能性を見直した結果による法人税

等調整額の増加見込みなどにより、連結、個別とも、平成 21 年３月期の業績につきましては、上記のと

おり修正いたします。 
 
２．関係会社株式評価損の計上（個別決算） 
 当社が保有する関係会社株式のうちエヌ・アンド・イー株式会社の株式について減損処理を実施し、

平成21 年3 月期の個別決算において関係会社株式評価損225 百万円を特別損失として計上いたします。 
 なお、関係会社株式評価損につきましては、連結上は消去されるため、連結業績に与える影響はあり

ません。 
 
  平成 21 年３月期における関係会社株式評価損（個別） 

 個別 

（Ａ）平成 21 年３月期の有価証券評価損の総額 225 百万円

（Ｂ）平成 20 年３月期末の純資産額  41,668 百万円

 （Ａ／Ｂ×１００） （0.5％）

（Ｃ）最近２事業年度の経常利益の平均額（※） 616 百万円

 （Ａ／Ｃ×１００） （36.6％）

（Ｄ）最近２事業年度の当期純利益の平均額（※） 569 百万円

 （Ａ／Ｄ×１００） （39.6％）

※当社は、平成 19 年２月 28 日に新規上場したことから、経常利益及び当期純利益の平均額は 
 平成 19 年３月期以降の事業年度の平均額を記載しております。 
 
３．繰延税金資産の取崩し 
 足元の厳しい経営環境を踏まえ、当社および一部の連結子会社の繰延税金資産の回収可能性について

検討した結果、平成 21 年３月期決算において、繰延税金資産の一部を取崩し、法人税等調整額を 1,501
百万円（連結ベース、個別では 1,490 百万円）計上する見込みでございます。 
 
※ 上記の予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもので

あり、実際の業績は今後の様々な要因により予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
 
                                       以  上 


